
「多文化共生の推進に関する研究会」報告書の概要（平成１７年度）

② 生活支援

① コミュニケーション支援

③ 多文化共生の地域づくり

学習支援、不就学の子どもへの対応、進路指導・就職支援 等

多言語情報提供による居住支援、不動産業者への啓発 等居住

教育

問診票の多言語表記、広域的な通訳派遣システムの構築 等医療・保健・福祉

平常時の防災教育・訓練、緊急時の災害情報伝達、防災計画への位置付け 等防災

ハローワーク・商工会議所等との連携による就業支援・就業環境の改善 等労働環境

行政情報の多言語化、生活相談窓口の設置、通訳ボ
ランティアの育成、情報提供の流通ルートの確保 等

地域における情報の多言語化

オリエンテーション、日本語・日本社
会の学習機会の提供 等

日本語および日本社会に関する学習の支援

日本人住民の意識啓発、交流イベント開催 等地域社会に対する意識啓発

キーパーソンや外国人自助組織の育成 等外国人住民の自立と社会参画
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